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第4部IPv4 アドレスの移転によりビジネスを継続
IPv4アドレスは、2011年2月3日のIANA（Internet 

Assigned Numbers Authority）（＊1）が管理する世界の
中央在庫の枯渇に続き、2011年4月15日にAPNICの
在庫も枯渇し、同時に、日本の在庫も枯渇するに至っ
た。2011年6月8日にはIPv6 Dayが行われ、グローバル
にIPv6化の動きが活性化された。また、事業展開にお
いてIPv4アドレスの不足が顕在化し、2011年8月に開
始されたJPNICによるIPv4アドレスの移転業務を利用
したIPv4アドレスの移転も、2012年5月1日時点で25
件が実施されている。IPv4アドレスの移転などを用い
たIPv4を用いたビジネスの延命策も取られているが、
いよいよ、IPv6の導入が本格化することが期待される。
なお、資料4-5-1に示したように、IPv6機能を持った
ユーザー端末は、すでに約40％に達している。

本格的で具体的な対応が決して短時間で完了できな
いことは広く認識されており、総務省の予算支援も受け
ながら、IPv4アドレス枯渇タスクフォースを核にして、す
べてのインターネット関連産業と全産業にとって必要な
エンジニアへのトレーニング、管理・運用手法の確立、サ
ポート業務・体制の確立、課金システム、セキュリティー
機能、アプリケーション開発などが進められている。

IPv6 サービスの恒常的な提供・運用へ
現在のインターネットに障害を与えることなく、IPv6

の導入を進める最低限の準備は、IPv4アドレス枯渇対
応タスクフォースをはじめとした関連組織の貢献と努力
により、ほぼ完了していた。利用者が最も多いFTTHイ

ンターネットアクセスサービスを提供するNTT東西にお
いては、フレッツ光ネクスト（NGN）で、2009年にトンネ
ル方式とネイティブ方式の2つの方式によるインター
ネット接続の仕組みが公表され、2011年夏以降、サービ
スが開始された。一方、FTTHインターネットアクセス
で約9%のシェアを持つKDDIについては、2011年4月
18日以降、順次IPv4/IPv6デュアルスタックのインター
ネット接続環境の提供を開始、グローバルに最も質の高
いIPv6サービスを顧客に提供しているISPとして、顧客
満足度などで非常に高い評価を獲得している。

しかし、2011年6月のIPv6 Day以降、NTT東西が提
供するIPv6閉域網、特にNGNを用いたISPへのイン
ターネットアクセスサービスの提供形態は、日本特有のア
クセス網の構造であり、米国を中心とするハイパージャイ
アントと呼ばれる大手コンテンツプロバイダーから、サイ
トアクセス時に発生するフォールバック動作（障害発生
時などに正常機能する機構に切り替える動作）に伴うア
クセス遅延の問題が提起され、その対応策と実現に向け
た検討が関連する組織で行われている。2012年6月6日
には、IPv6 Launch（＊2）と題して、グーグル、ヤフー、アカ
マイなどの大手のコンテンツプロバイダーが、IPv6サー
ビスの恒常的な提供・運用へ移行することを宣言してお
り、日本におけるしっかりとした対応が行われなければ
ならない状況にある。短期的な対応と長期的な対応とが
取られなければ、適切な対応を行うことは難しいが、短
期的な対応においても、①長期的な対応との整合性と、
②インターネットが持つべき性質と特徴に矛盾のない手
法が適用されなければならないというのが、関係者のコ

IPv6機能を持つユーザー端末が4割となり導入が本格化
スマートグリッドの構築でも IPv6技術に大きな期待
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ンセンサスとなっている。

IPv6 導入に向け	 	
活発化する海外の動向

米国では、NISTを核にした政府
システムのIPv6化が力強いリーダー
シップにより順調に推進されてい
る。中国でも、政権交代の時期に、
これまでのIPv6の準備期間という
段階から、本格的な商用システムへ
の展開のための施策がほぼ承認さ
れるに至っている。そのほか、2010
年7月にはインド政府、2011年3月
にはシンガポール政府が、IPv6導入
へのロードマップの発表を行うなど、
アジア地域におけるIPv6導入に向
けた政府の動きが活発化している。

さらに、IPv6 Ready Logoプログ
ラムにおいては、2011年度、ますま
す、米国と台湾からのロゴの取得数
の増加が著しい（資料4-5-2）。IPv6
の普及度を、AS（Autonomous Sys-
tem、自律システム）数の観点から見
ると、2008年ごろからIPv6のAS数
の指数関数的な増加が観測され、
2012年初頭ではIPv4のAS数の約13%となっている

スマートグリッドなどへの影響
インターネットに続く21世紀の基盤インフラとして注

目されているスマートグリッドとクラウドコンピューティ
ング環境においては、IPv6の導入が必須となる可能性
が非常に高い。クラウドコンピューティングは、ネット
ワーク化された分散コンピューティング環境であり、そ
の重要な応用分野として、スマートグリッドに代表され
る環境・エネルギーシステムの構築に貢献しなければな
らない。東大グリーンICTプロジェクト（＊3）は、中国清華
大学を中心とするグループと協調・連携し、2011年2月、
IP技術を基盤にしたファシリティーシステムの国際標
準化「IEEE 1888」（UGCCNet：Ubiquitous Green Com-
munity Control Network）に成功、現在は、セキュリ

ティー機能や管理機能の拡張作業を行うとともに、米
国NISTが主宰するSGIP（Smart Grid Interoperability 
Panel）B2G（Building to Grid）におけるCoS（Catalogue 
of Standards）化と中国における国内標準化の活動が並
行して行われている。

IPv4アドレス資源の枯渇が現実のものとなり、その対
応が必須となった。実践性を持った移行戦略の策定と
実施が加速されなければならない。さらに、21世紀最初
の革新的インフラと捉えられているスマートグリッドの
構築は、特にわが国においては、東日本大震災を契機に
して、急速に加速されなければならず、インターネット技
術、特にIPv6技術は大きな貢献をしなければならない。

（＊1）IANA、http://www.iana.org/
（＊1）IPv6 Launch、http://www.worldipv6launch.org/
（＊3）東大グリーン ICTプロジェクト、http://www.gutp.jp/

資料4-5-1　A（IPv4）とAAAA（IPv6）の問い合わせ比率
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資料4-5-2　IPv6 Ready Logoプログラムの国別ロゴ取得プロダクト総数

米国：233

日本：122

中国：67

台湾：117

0

250

200

150

100

50

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

4
月

2
月

6
月

8
月

10
月

12
月

4
月

6
月

8
月

10
月

12
月

2
月

4
月

6
月

8
月

10
月

12
月

2
月

4
月

6
月

8
月

10
月

12
月

2
月

4
月

6
月

8
月

10
月

12
月

2
月

4
月

6
月

8
月

10
月

12
月

2
月

4
月

6
月

8
月

10
月

日本
台湾
韓国
中国
インド
フィリピン
タイ
ニュージーランド
米国
カナダ
デンマーク
フランス
ドイツ
イタリア
英国

©Yokogawa Electric corporation



http://IWParchives.jp/
mailto:iwp-info@impress.co.jp



